第３編　震災対策編　
第１章　震災予防計画

第１節　建築物・施設等の耐震性向上　　　　　　　　　　　　　　
【建設課・町民生活課・ライフライン事業者・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地震による被害を最小限に止めるため、耐震改修の推進体制を整備し施設構造物等の耐震性の向上を積極的に行う。また、生活に密接に関連する公共施設等は、計画的に耐震性の向上を図るとともに、代替性の確保等により、総合的に機能の確保を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　公共建築物等

町が所有または使用する公共建築物等について、計画的に耐震診断、耐震改修等を実施する。
第２　一般建築物

１　耐震化対策

一般建築物の耐震性向上の促進を図るため、建築物の所有者または使用者に対して、耐震診断及び耐震改修等の重要性について啓発を行うとともに、建築物の耐震化のために必要な情報の提供を行う。
なお、駅等不特定多数の者が使用する施設及び要配慮者に関わる一定規模以上の社会福祉施設や医療施設等について耐震性の確保に特に配慮する。

（１）重点的に耐震診断を誘導すべき区域の指定

避難または復旧活動上必要な区域、火災による延焼が著しいと想定される木造住宅密集区域など、重点的に耐震診断を誘導すべき区域を設定し、耐震化対策を積極的に行っていく。
（２）耐震化に関する相談窓口の設置

建築物の耐震診断、改修等に関する住民等の相談に応じるため、県及び建築団体と協力して、相談窓口を設置する。
（３）耐震診断を行う技術者の養成
　　　　建築関係団体と連携し、耐震診断等を行う技術者を養成し、耐震化を促進する。

（４）耐震性に関する知識の普及・啓発

耐震診断、耐震工法及び耐震補強等に関し、資料の配布、説明会の開催等を通じ、住民への知識の普及・啓発に努める。
（５）緊急輸送道路閉塞建築物の実態把握

町は、県と連携して、震災時において物資の輸送、避難等の機能を確保するため、道路を塞ぐおそれのある建築物の実態把握に努める。
２　落下・脱落防止対策

　（１）落下防止に関する普及・啓発

町は、建築物の所有者または管理者に対し、窓ガラス、外壁タイル及び看板等の落下防止対策、天井材等の非構造部材の脱落防止対策の重要性について啓発する。
（２）緊急輸送道路沿道等における落下対象物の実態把握
町は、県と連携して、緊急輸送道路等に面する落下対象物の地震に対する安全性に関する実態の把握に努める。

３　空き家等の実態把握

町は、空き家等の実態把握に努め、地震によって倒壊するおそれがあると認められるときは、必要に応じ県と連携し、所有者または管理者に対して指導、助言または勧告を行う措置を検討する。
４　ブロック塀の倒壊防止対策

町は、地震によるブロック塀（れんが塀、石塀を含む。）の倒壊を防止するため以下の施策を推進する。

（１）市街地内のブロック塀の実態調査

町は、避難路、避難所及び通学路等を中心にブロック塀の実態調査を行い、倒壊危険箇所の把握を行う。

（２）ブロック塀の倒壊防止に関する普及・啓発

町は、ブロック塀の安全点検及び耐震性の確保の必要性について広く住民に対し啓発を図るとともに、ブロック塀の造り方、点検方法及び補強方法等について知識の普及を図る。

（３）ブロック塀の点検・改修等に関する指導及び助成

町は、ブロック塀を設置している住民に対し、点検を行うよう指導するとともに、(１)の実態調査に基づき危険なブロック塀に対しては改修及び生け垣化等を奨励する。
第３　家具等転倒防止対策

町は、地震発生時にタンス、食器棚、本棚、テレビ、冷蔵庫等の転倒または棚上の物の落下による事故を防止するため、町のホームページへの掲載、パンフレット等の配布を通じて、住民に対し家具類の安全確保対策等に関する普及啓発を図る。
第４　自動販売機の転倒防止対策

町は、それぞれが管理する道路沿道の自動販売機について、関係団体と連携し、地震に対する安全性の確保に係る対策の普及及び啓発を行う。
第５　エレベーターにおける閉じ込め防止対策

町は、エレベーターを有する建築物の所有者または使用者に対し、震災発生時のエレベーター閉じ込め対策について啓発し、水、食料、簡易トイレ等を備えたエレベーター用防災用品の整備を促進する。
第６　上下水道施設

町及び秩父広域市町村圏組合水道局は、配水池や基幹管路等の耐震化を推進するとともに、応急給水に必要な備蓄水を確保するために耐震性貯水槽等の整備を図る。

また、応急給水時の給水拠点を事前に住民に開示する。
第７　下水道施設

町及び皆野・長瀞下水道組合は、下水道施設の耐震化を推進する。

第８　道路施設

１　町は、管理道路に関し、土砂崩落、落石等の危険箇所については法面保護工等を実施する。また、老朽化した橋については補強等を推進するとともに既設橋梁の落橋防止対策を進め、震災時の避難及び緊急物資の輸送に支障のないようにする。
２　町は、管理道路の落石等による危険箇所について総点検を実施し、危険度によりランク付けを行い、法面保護対策等を実施することにより危険箇所の解消を図る。
３　町は、管理道路の標識等について総点検を実施し、落下の危険度によりランク付けを行い、落下防止対策等を実施することにより危険個所の解消を図る。
第９　河川、ため池及び治山施設
　　第２編・第１章・第10節「水害予防計画」を準用する。

第２節　防災まちづくり　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　災害による市街地の被害を最小限にとどめるため、住民との協働により、市街地の避難場所、避難路や延焼遮断空間の確保・整備などをはじめとする市街地の防災構造化を推進し、災害に強いまちづくりを行う。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　防災まちづくりの基本的な考え方
　　地震による災害を最小限にするために、延焼の危険性、倒壊の危険性、避難の困難性、応急
活動の困難性を改善し、防災機能の高い市街地にするとともに、日常的にも安全・安心でゆと
りのある快適なまちを目指す。
　１　密集市街地の改善と拡大防止
防災上危険な市街地を把握し、課題に応じた適切な改善を図ると同時に、住宅・住環境の向上を目指す。

２　都市施設の整備
緑道などの延焼遮断帯や公園・広場などの避難地等を確保する。
３　市街地の防災性能の保全
適切な土地利用の規制・誘導や、計画的な都市基盤施設の整備などを行うことにより、防災性能の維持・保全に努める。
４　震災予防対策の推進
必要に応じて都市における震災予防に関する基本的な計画の策定を行い、震災予防のまちづくりを総合的に推進する。
　５　要配慮者への配慮

　　　要配慮者等に配慮し、基盤施設のバリアフリー化やコミュニティの維持・形成に寄与するまちづくりを行う。
第２　防災都市づくり
　１　防災面に配慮した適切な土地利用の推進

　（１）土地利用の規制・誘導

町は、国土利用計画法に基づく国土利用計画や土地利用基本計画等を踏まえ、計画的な土地利用を推進するとともに、都市計画法などの個別法を有機的に運用して、土地利用の適正な誘導を図ることにより、災害に強い安全なまちづくりを推進する。
　（２）町は、適正な土地利用を推進するため、土地の自然条件や土地利用の変遷、災害履歴及び植生等の情報を整備する。

　２　市街地の整備等

　　　災害に強い安全で快適な都市の形成を図るため、各種都市計画を活用して市街地の整備を推進する。

　３　公共土木施設の耐震補強の推進

　　　第３編・第１章・第１節「建築物・施設等の耐震性向上」を準用する。
　４　社会資本の老朽化対策の推進
町は、老朽化の進む社会資本に関して、長寿命化計画を作成して予防保全的な維持管理に転換する等、適正に施設を管理し、安全性の確保に努める。
　５　地震防災緊急事業五箇年計画の作成・事業の推進
　　　町は、県が作成する地震防災緊急事業五箇年に基づき、県と連携して地震防災事業の着実な実施を図る。
　６　防災活動のための公共用地の有効活用
町は、避難場所、避難所、備蓄、応急仮設住宅など、防災に関する諸活動の推進に当たり、公共用地の有効活用を図る。
第３　不燃化等の促進
市街地大火の危険性のある地域を中心に、地域の状況を勘案し、効果的な防火・準防火地域の指定を検討する。また、延焼防止空間や、避難地、延焼遮断空間などの誘導・保全を図るために、防火性に配慮した地区計画等の指定を検討する。
第４　オープンスペース等の確保
災害発生時に、避難者の安全確保と災害応急活動の円滑化に資するとともに、火災の延焼防止効果を高めるため、公園の整備や緑地等の保全を行い、市街地にオープンスペース（防災空間）を確保する。
第３節　地盤災害の予防　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　土地の自然特性や災害特性等に適した土地利用を推進するとともに、地震による液状化等の地盤災害の危険性が高い地域において、地盤災害の軽減を図るための対策を推進する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　液状化対策
１　調査研究の実施及び公表
町は、各種研究機関等において実施される液状化現象に関する成果(注)を踏まえ、危険度分布予測の結果を公表するとともに、建築物を建てる際の留意点や液状化対策工法などの普及及び啓発に努めるものとする。
２　液状化対策の実施等
液状化現象が予測される地域に対しては、地盤の調査をするなど、適切な手法で施設の耐震診断を行い、地震後に確保すべき施設の機能に応じた耐震強化対策について検討する。
第２　宅地等の安全対策
　１　大規模盛土造成地の耐震化の推進
町は、大規模に盛土造成された宅地について、その分布状況の把握と公表を行い、耐震化を推進する。
　２　災害防止に関する注意喚起
　　　町は、宅地造成後は、梅雨期や台風の巡視強化及び注意喚起を実施する。

第４節　地震火災等の予防　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・消防】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地震火災は、地震発生時の気象状況や市街地の状況等によって、甚大な被害をもたらすことから、日頃から出火防止を基本とした予防対策を推進するとともに、危険物取扱施設等の安全性を向上し、地震火災による被害の軽減を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　地震に伴う住宅からの出火防止

１　一般火気器具からの出火防止

（１）地震時における出火要因として最も大きいものがガスコンロや灯油ストーブ等の一般火気器具である。地震時には火を消すこと、火気器具周囲に可燃物を置かないこと等の防災教育を積極的に推進する。また、過熱防止機構の付いたガス器具の普及に努める。

（２）地震時における一般火気器具からの出火を防止するため、対震自動ガス遮断装置の一層の普及を図る。また、灯油ストーブ等で普及している対震自動消火装置が管理不良のためタールの付着や異物の混入等により作動しない場合があるため、管理の徹底を図る。

（３）阪神・淡路大震災では、電熱器具、電気機器、屋内外配線を出火原因とする火災が発生した。これらの中には倒壊家屋や避難中の留守宅に対して復旧した電気によるものもあると言われており、地震後数日間にわたって新たな出火がみられた。

こうした火災の防止のため、過熱防止機構等の一層の普及を図るとともに、地震後は、ブレーカーを落としてから避難するなどの方法の普及啓発を図る。

（４）住宅用火災警報器等の設置及びその普及啓発に努める。

２　化学薬品からの出火防止

学校や研究機関等で保有する化学薬品は、地震により落下したり、棚が転倒することにより容器が破損し、混合混触発火、自然発火等の形で出火する危険性がある。

混合混触による出火の危険性のある化学薬品は、分離して保管するなど適切な管理を行うものとする。引火性の化学薬品は、出火源となる火気器具等から離れた場所に保管し、化学薬品の容器や棚の転倒防止装置の徹底を図るものとする。
第２　初期消火体制の充実強化

地震時は、同時多発火災が予想され、消防力にも限界があることから地域の自主防災体制を充実する必要がある。そのため、地震時に有効に機能するよう自主防災組織の育成と活動の一層の充実を図り、住民による消火器消火、バケツリレー等の初期消火力を高め、秩父消防本部及び消防団等と一体となった地震火災防止のための活動体制を確立する。

１　事業所の初期消火力の強化

震災時には事業所独自で行動できるよう自主防災対策の強化を図るとともに、従業員及び周辺住民の安全確保のために、平素から地震時における初期消火等について具体的な対策計画を作成するものとする。

２　地域住民と事業所の連携

計画的かつ効果的に防災教育、防災訓練を行い、住民の災害対応力を一層高めていくとともに、家庭、自主防災組織及び事業所等の協力・連携を促進し、地域における総合防災体制を充実強化していく。
第３　危険物取扱施設の安全化

秩父消防本部は、危険物取扱施設の安全性に関する実態把握を行うとともに各種法令に基づく規制の強化や事業所に対する普及啓発を図るものとする。

	消防法危険物取扱施設
	　過去の震災例に基づき消防法及び関係法令が改正され、施設の耐震設計基準が逐次強化されている。しかし、法令基準の適用を受けない小規模施設等が損傷を受けることがある。

　このため、秩父消防本部はこれらの実態把握に努めるとともに、法令に基づく規制の強化、事業所に対する指導の強化及び普及啓発を図るものとする。

	火薬類施設
	　火薬類は火薬類取締法及び関係法令に基づいて、製造、販売、貯蔵、消費及びその他の取扱いが、厳しく規制されている。しかし、万が一、被害が発生した場合にはその影響が大きい。

　このため、秩父消防本部は、法令に基づく規制の強化や事業所に対する普及啓発を図るものとする。


第５節　震災に強い地域づくり　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・消防】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
すべての住民、事業所等が、「自らの身の安全は自ら守る」ことを防災の基本として、地域に密着した自主防災組織や事業所等における防災組織等の整備を促進する。

また、震災時において、多くの建築物の倒壊や火災の同時多発などから地域を守るため、住民や事業所が、県や町、防災関係機関と連携して、災害対策に取り組めるよう、地域における防災体制の確立を図る。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　住民の役割

第１編・第５節「住民及び事業者の基本的責務」を準用する。
第２　自主防災組織等の充実強化

第２編・第１章・第１節「防災組織整備計画」・第４「自主防災組織（自主防災会）の活動の充実・強化」を準用する。

第３　民間防火組織

　　第２編・第１章・第１節「防災組織整備計画」・第５「民間防火組織の整備」を準用する。
第４　事業所等の防災体制の充実

第２編・第１章・第１節「防災組織整備計画」・第６「事業所等の防災組織の整備」を準用する。
第６節　防災教育　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・教育委員会事務局・各機関】
　　第２編・第１章・第２節「防災教育計画」を準用する。
第７節　防災知識普及計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・教育委員会事務局・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地震に関する防災知識を住民に広く普及して、地震防災に対する関心を深めるとともに、防災思想の高揚を図り、地域防災体制の確立に資するため計画する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　防災知識の普及内容
　　第２編・第１章・第３節「防災知識普及計画」・第１「防災知識の普及内容」を準用する。
第２　防災知識の普及方法
１　緊急地震速報の普及・啓発

緊急地震速報が発表されてから強い揺れがくるまではわずかな時間しかないことから、町は熊谷地方気象台及び県と連携し緊急地震速報の普及・啓発に努めるとともに、緊急地震速報を見聞きした場合にとるべき行動について周知するものとする。
また、防災訓練のシナリオに緊急地震速報を取り入れるなど、地震発生時の対応行動の習熟を図るよう努める。

■緊急地震速報を見聞きした場合にとるべき行動
	入手場所
	とるべき行動の具体例

	自宅など屋内
	頭を保護し、大きな家具からは離れ、丈夫な机の下などに隠れる。
＜注意＞
・あわてて外へ飛び出さない。
・その場で火を消せる場合は火の始末、火元から離れている場合は無理して消火しない。
・扉を開けて避難路を確保する。

	駅やデパート等の集客施設
	＜注意＞
・あわてて出口・階段などに殺到しない。
・吊り下がっている照明などの下からは退避する。

	街など屋外
	ブロック塀の倒壊や自動販売機の転倒に注意し、これらのそばから離れる。
ビルからの壁、看板、割れたガラスの落下に備え、ビルのそばから離れる。
丈夫なビルのそばであればビルの中に避難する。

	車の運転中
	後続の車が状況を察知していないおそれがあることを考慮し、あわててスピードを落とすようなことはしない。
ハザードランプを点灯するなどして、まわりの車に注意を促したのち、急ブレーキを踏まずに、緩やかにスピードを落とす。
大きな揺れを感じたら、急ハンドル、急ブレーキをさけるなど、できるだけ安全な方法により道路の左側に停止させる。


　　　その他事項については、第２編・第１章・第３節「防災知識普及計画」・第２「防災知識の普及方法」を準用する。
第８節　防災訓練　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・各機関】
　　第２編・第１章・第４節「防災訓練計画」を準用する。
第９節　調査研究　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
【総務課・建設課】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
地震災害は、地震の規模とともに地域に固有の自然条件や社会条件と密接に関係するため、その対策も合理性と多様性が求められる。したがって、地域特性の詳細把握を主体とする基礎的調査研究を行うとともに、実践的な震災対策を推進するため、自然科学や社会科学などの分野について総合的かつ効果的な調査研究を実施する。
実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　基礎的調査研究

地質地盤環境、災害危険度などの地域特性を詳細に把握し、震災対策の前提資料として活用する。

１　防災アセスメントに関する調査研究

地域の災害危険性を総合的かつ科学的に明らかにし、防災対策の効率化を図るため、防災アセスメントの実施について検討する。

防災アセスメントは、地域の災害危険度の把握とともに、行政区、学校区等の地域単位で、実践的な防災対策を行うため、地区別防災カルテの作成について検討する。

なお、地区別防災カルテは、地区内の危険地域や危険物施設、防災関係施設等を表示した「防災地図」と、地区の防災特性を診断した「カルテ」から構成される。

２　地震被害想定に関する調査研究

町は、県が定期的に実施している地域の危険度及び被害の想定に関する調査の結果を収集し、震災対策に活用する。
第２　震災対策に関する調査研究

地震災害は、自然現象と社会的要因が複雑に絡み合い、被害状況が非常に多岐に渡るため、様々な分野から地震被害による影響を科学的に解明して、その成果を有効に震災対策に反映していくことが必要である。

実践的な震災対策を行うために必要な調査研究の分野は、次のとおりである。

１　地震火災対策に関する調査研究

大規模地震時に予想される同時多発性による地震火災対策を有効に行うため、科学的なデータに基づき、出火防止や初期消火、火災の拡大防止、延焼危険地域、延焼防止機材等に関する調査研究。

２　避難住民の安全確保に関する調査研究

避難住民を安全に誘導するため、避難所や避難道路の安全性確保、円滑な避難誘導方法に関する調査研究。

３　効果的な緊急輸送に関する調査研究

地震災害発生時には、応急対策要員や物資等を迅速かつ円滑に輸送することが極めて重要である。そこで効果的な緊急輸送を行うため、緊急輸送路や鉄道の代替手段の確保、防災拠点の連携や広域応援の受け入れ等を視野に入れた交通網整備に関する調査研究。

４　災害情報の伝達等に関する調査研究

震災時には、地震情報や被災地の被害情報、災害活動情報など、住民が適切な行動を行うために有用な情報の迅速な伝達が求められるため、最も効果的な情報伝達方法（内容・メディア・方法）等に関する調査研究。
第10節　震災に備えた体制整備　　　　　　　　　　　　　　　　
【町・各機関】

基本方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
災害発生時の被害を最小限にとどめるため、町、防災関係機関、住民及び事業所等が地震に対応できる体制を確立する。

実施計画　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
第１　緊急輸送ネットワークの整備

第２編・第１章・第５節「防災活動拠点計画」・第４「緊急輸送ネットワークの整備」を準用する。
第２　情報通信施設の整備

第２編・第１章・第６節「災害情報体制の整備」を準用する。
第３　ボランティア等の活動の整備

第２編・第１章・第１節「防災組織整備計画」・第７「ボランティア等の活動環境の整備」を準用する。
第４　消防

第２編・第１章・第１節「防災組織整備計画」・第７「ボランティア等の活動環境の整備」を準用する。
第５　医療救護

第２編・第１章・第９節「医療体制等の整備」を準用する。
第６　避難

第２編・第１章・第７節「避難予防対策」を準用する。
第７　飲料水・食料・生活必需品・資機材・医薬品の供給体制の整備
第２編・第１章・第８節「物資及び資機材等の備蓄」を準用する。
第８　帰宅困難者対策

第２編・第１章・第16節「帰宅困難者対策」を準用する。
第９　遺体の埋・火葬

第２編・第１章・第９「医療体制等の整備」・第４「埋・火葬のための資材、火葬場の確保」を準用する。
第10　防疫対策

第２編・第１章・第17節「生活再建事前対策の推進」・第５「災害発生時の廃棄物処理体制の確保」を準用する。
第11　被災住宅の応急修理

第２編・第１章・第17節「生活再建事前対策の推進」・第１「危険度判定体制の整備」及び第２「応急仮設住宅之予防対策」を準用する。
第12　文教対策

第２編・第１章・第17節「生活再建事前対策の推進」・第４「文教対策」を準用する。
第13　避難行動要支援者の安全対策

第２編・第１章・第15節「避難行動要支援者安全確保計画」を準用する。


































































































































































(注)　県の最新の地震被害想定調査報告書では、皆野町（秩父地域）の液状化の可能性は極めて低いと報告されている。









